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東南アジアにおけるトラベル・
コリドー構想

2020年は新型コロナウイルス（COVID-19）
が世界中で猛威を振るい、我々の生活に大き
な変化がありました。特に、今年の日本の流
行語大賞にも選ばれた「３密」を避ける新し
い生活様式にも慣れ、広く定着しつつありま
す。しかし、年末年始が近づくと、行動制限
の無かった以前の生活が恋しく感じられま
す。

世界的な規模で起こったパンデミックから
自国を守るために、世界中の国々は入国に厳
しい制限を課したり、国境の閉鎖を行ったり
してきました。ところがパンデミックが長引
くことに伴い、観光目的の旅行者の受け入れ
られるように入国制限の緩和や国境の解除と
いう動きがでてきています。その中、東南ア
ジア連合（ASEAN）は、感染リスクを最小
限に抑えながら他国からの人の移動を受け入
れるために、非常に慎重ではあるものの、ト
ラベル・コリドー構想という相互入国制限緩

和措置を論議しています。

ASEANでは、2020年11月に開催された
ASEANサミットに続き、2021年の域内にお
ける移動制限の緩和又は解除措置として、ト
ラベル・コリドー構想の確立を要望する声が
挙がっています。これは、世界的なパンデミ
ックのなか、渡航制限により生じた経済損失
を少しでも回復させたいという願いによるも
のです。

具体的に、トラベル・コリドー構想をどの
ように実現していけるのでしょうか。トラベ
ル・コリドー構想は、エアブリッジ（二国間
の旅行解禁）及びトラベル・バブル（相互国
合意の域内旅行解禁）という語とともに、コ
ロナ禍で生まれた渡航制限の緩和又は解除措
置として、パンデミックを食い止めつつ実行
できる移動手段として既に多くの国で採用さ
れており、目新しいものではありません。
COVID-19の管理体制がしっかりしている国
としては、日本、韓国、カンボジア、タイ、
中国、マレーシア、スリランカ、ネパール、
モルディブ、キルギス、そしてシンガポール
等が挙げられます。これらの感染リスクの低
いとされる国に限定して人の移動を認めるこ
とで、パンテミックが起こる可能性を抑え、
移動者への過度な負荷を軽減する措置を講じ
ることができると考えているのです。具体的
には、検疫期間の短縮化や入国又は帰国時に
自己隔離する必要を無くすなどの措置です。
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出 所：https://thescoop.co/2020/11/13/
ASEAN-announces-plans-to-establish-
travel-corridors/
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ASEANにおけるトラベル・コリドーの実
施はまだ正式には発表されていませんが、イ
ンドネシアのジョコ・ウィドド大統領は、
ASEANサミット後、ASEAN域内のこの構
想の確立を推進しています。同大統領は、加
盟10カ国による「ASEAN域内トラベル・コ
リドー構想の枠組みに関するASEAN宣言」
の発表について言及しており、それには域内
における厳格な健康管理制度を含め、2021年
の第１四半期までに宣言するとしています。

この構想の実現は、ASEANで近い将来に
以前のような経済活動が再開できるという希
望をもたらしていますが、2021年初頭に実行
するという計画はあまりにも野心的で楽観的
すぎるように見受けられます。ASEANにお
ける多くの分野でそうであるように、トラベ
ル・コリドー構想の実現にはASEAN 10カ国
間毎の多種多様な異なる事情が大きな課題に
なる可能性が高いといわれています。

ASEANでは地域の統合を進めるに当た
り、域内の自由な移動を認めることにより過
去30年間にわたり急速な成長を遂げてきまし
た。つまり、人の自由な往来を認めること
が、ASEANの経済成長を促す最も効果的な
方策の一つでした。2015年には、地域経済の
統合を図るべく、2.6兆ドル（約270兆円）規
模の地域経済を活用する手段として、
ASEAN経済共同体が設立されました。域内
の移動性の向上は、マレーシアの格安航空会
社エアアジアが体現し、域内移動において至
るところで活躍してきたことにもよく表れて
います。しかし、それもCOVID-19による旅
行停止によって打ちのめされています。
COVID-19からの回復は、ASEANが統合と
調和という長い間の野望を実現することがで
きる一つの手段になりえます。

ASEANでは、トラベル・コリドー構想を

実現できれば、パンデミック以前と同じとま
でではないにしても、少なくとも同等の経済
状況を維持し、主産業である観光事業の運営
を可能にできるのではないかと期待されてい
ます。つまり、人の移動を認めることによ
り、人が移動をはじめ、その移動に伴う消費
活動及びその関連経済活動によって地域経済
を再び活性化させるし、不況に苦闘している
地域の経済を改善すると考えられているので
す。

ASEANの現状を見ると、タイ、シンガポ
ール、そしてベトナムでは、感染症との戦い
がほとんど収まっている状況にありますが、
一方でインドネシアとフィリピンでは、
COVID-19のパンデミックがいまなお猛威を
振っています。このような状況下で考えられ
得る最良のトラベル・コリドー構想の実施シ
ナリオは、信頼できるワクチンが広く利用で
きるようになるまでの間は、部分的に移動制
限の緩和準備を進めることになるでしょう。
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